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平成 30年 9月 14日制定 

平成 30年 11月 15日一部改定 

 

厚生労働大臣が定める回数以上の訪問介護の利用に係るケアプランの届出について 

 

八王子市福祉部介護保険課 

 

 平成３０年度介護報酬改定により、指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する

基準（平成１１年３月３１日厚生省令第３８号）（以下「運営基準」という。）の指定居宅

介護支援の具体的取扱方針に、厚生労働大臣が定める回数以上の訪問介護を位置付けたケ

アプランの市町村への届出が新たに位置付けられました。 

 これは、訪問介護のうち、生活援助が中心であるサービスの利用回数が、統計的に見て

平均よりかけ離れている場合には、利用者の自立支援・重度化防止や地域資源の有効活用

等の観点から、市町村がケアプランの内容を確認し、必要に応じて是正を促していくこと

が適当であるという考え方に基づき、設けられた基準です。 

つきましては、厚生労働大臣が定める回数以上の訪問介護の利用に係るケアプランの届

出について、事務取扱を作成しましたので、該当する場合には下記手順により、ケアプラ

ンを市へ届出ください。 

 

記 

 

１ 届出対象 

 平成３０年１０月１日以降に作成または変更を行ったケアプランのうち、訪問介護によ

る生活援助中心型のサービスを１月あたり下記の回数以上位置付けているもの。 

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

２７回 ３４回 ４３回 ３８回 ３１回 

※上記回数は「厚生労働大臣が定める回数及び訪問介護」平成 30年 5月 2日厚生労働省告示第

218号より抜粋。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【留意点】 

 身体介護に引き続き生活援助を実施しているもの（身体１生活１等）は対象に含

みません。対象となるのは、生活援助２または生活援助３のサービスです。 

 「平成３０年１０月１日以降に作成または変更を行ったケアプラン」とは、平成

３０年１０月１日以降、ケアプランの変更作業や新規作成作業を行ったケアプラ

ンをいいます。ただし、軽微な変更を行ったケアプランは含みません。 
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２ 提出書類 

（１）厚生労働大臣が定める回数以上の訪問介護の利用に係る届出書 

（２）基本情報シート（写し） 

（３）アセスメントシート（写し） 

（４）ケアプラン第１表～第４表（写し） 

（５）ケアプラン第６表（サービス利用票）・第７表（サービス利用票別表）（写し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 提出時期 

 届出対象となるケアプランを作成または変更した月から翌月末まで。 

 

４ 手 順 

【１】アセスメントの実施、ケアプラン原案作成 

↓ 

【２】サービス担当者会議の開催 

   →訪問介護による生活援助中心型のサービスを、厚生労働大臣の定める回数以上

位置付ける場合、その利用が妥当であるかケアチーム全体で検討を行ってくだ

さい。 

    ※検討した内容は必ずケアプラン第４表に記載してください。 

↓ 

【３】ケアプランの交付 

   →訪問介護による生活援助中心型のサービスを、厚生労働大臣の定める回数以上

必要と判断し、ケアプランに位置付けることとなった場合は、必要と判断した

理由を、ケアプラン第１表～第４表のいずれかに必ず記載してください。 

【留意点】 

 基本情報シートとアセスメントシートは、届出対象となるケアプランを作成した

際に作成したものを御提出ください。 

 ケアプラン第１表～第４表のいずれかに、厚生労働大臣が定める回数以上の訪問

介護を位置付けることが必要と判断した理由を必ず記載してください。 

 ケアプラン第４表に、厚生労働大臣が定める回数以上の訪問介護の利用の妥当性

を検討した内容を必ず記載してください。 

 ケアプラン第１表～第３表と第６表・第７表は、利用者へ交付後のものを御提出

ください。 

 ケアプラン第６表と第７表は、生活援助の回数が、厚生労働大臣が定める回数以

上となる最初の月のものを御提出ください。 
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↓ 

【４】市へ関係書類の提出 

   →当該ケアプランの適用開始月から翌月末までに市へ関係書類を提出します。 

↓ 

【５】ケアプランの検証 

   →訪問介護による生活援助中心型のサービスを、厚生労働大臣の定める回数以上

位置付けたことが妥当か、市において多職種協働による検証会議を開催し、検

証を行います。 

↓ 

【６】検証結果の報告 

   →市より電話にて、届出者にケアプランの検証結果を連絡します。 

 

５ その他 

（１）ケアプランの検証結果として、他の専門職からの助言や提案をお伝えすることがあ

ります。その場合は、必要に応じて、ケアプランの見直しを御検討ください。 

（２）ケアプランの検証作業に時間を要する為、検証結果の報告は届出を受理した翌月以

降になります。 

（３）厚生労働大臣が定める回数以上の訪問介護を位置付けたケアプランの市町村への届

出は、厚生労働大臣が定める回数以上の訪問介護の利用を禁止するために設けられ

た基準ではありません。ケアマネジャーが、厚生労働大臣が定める回数以上の訪問

介護が必要であり、その利用が妥当であると判断したのであれば、厚生労働大臣が

定める回数以上の訪問介護をケアプランに位置付けても差支えありません。 

 

６ 参 考 

○指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準 

(平成 11年 3月 31日厚生省令第 38号) 

(指定居宅介護支援の具体的取扱方針) 

第十三条十八の二 介護支援専門員は、居宅サービス計画に厚生労働大臣が定める回数

以上の訪問介護(厚生労働大臣が定めるものに限る。以下この号において同じ。)を位置

付ける場合にあっては、その利用の妥当性を検討し、当該居宅サービス計画に訪問介

護が必要な理由を記載するとともに、当該居宅サービス計画を市町村に届け出なけれ

ばならない。 

 

○指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について 

(平成 11年 7月 29日老企第 22号) 

(７) 指定居宅介護支援の基本取扱方針及び具体的取扱方針 
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⑲ 居宅サービス計画の届出（第 18 号の２） 

訪問介護（指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成 12 年厚生省

告示第 19 号）別表指定居宅サービス介護給付費単位数表の１ 訪問介護費の注３に規定

する生活援助が中心である指定訪問介護に限る。以下この⑲において同じ。）の利用回数

が統計的に見て通常の居宅サービス計画よりかけ離れている場合には、利用者の自立支

援・重度化防止や地域資源の有効活用等の観点から、市町村が確認し、必要に応じて是

正を促していくことが適当である。このため、基準第 13 条第 18 号の２は、一定回数（基

準第 13 条第 18 号の２により厚生労働大臣が定める回数をいう。以下同じ。）以上の訪

問介護を位置づける場合にその必要性を居宅サービス計画に記載するとともに、当該居

宅サービス計画を市町村に届け出なければならないことを規定するものである。届出に

あたっては、当該月において作成又は変更（⑯における軽微な変更を除く。）した居宅サ

ービス計画のうち一定回数以上の訪問介護を位置づけたものについて、翌月の末日まで

に市町村に届け出ることとする。なお、ここで言う当該月において作成又は変更した居

宅サービス計画とは、当該月において利用者の同意を得て交付をした居宅サービス計画

を言う。 

なお、基準第 13 条第 18 号の２については、平成 30 年 10 月１日より施行されるた

め、同年 10 月以降に作成又は変更した居宅サービス計画について届出を行うこと。 

 

 

 

 

※本通知は、平成 30年 9月 14日付の標記通知の「提出書類」に「平成 30年度介護

報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.7）（平成 30年 11月 7日）」の発出に伴い、ケアプラン

第６表・第７表を追加したものです。 


